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１．職員の任免及び職員数に関する状況

２．職員の人事評価の状況

町では、地方公務員法の改正に伴い、平成２８年度から人事評価を導入してい

ます。

職務遂行の過程において発揮された能力の程度を評価する「能力評価」と業務

目標の達成度、その他設定目標以外の取組により、その業務上の業績を客観的に

評価する「業績評価」の両面から評価します。

評価結果は能力開発と業務改善につなげ、人事管理の基礎とします。

３．職員の給与の状況

（１）職員人件費

（注）普通会計の決算額。人件費には、特別職及び議員の報酬・手当を含む。

区 分

令和４年度 令和５年度

4／1 年度途中
（4/2～3/31）

４／１ 年度途中
（4/2～3/31）

職員数

A

採用者

B

退職者

C

採用者

D

職員数

E

(A＋B－C＋D)

採用者 退職者

一般行政職 171 人 2 人 6 人 7 人 174 人 3 人 10 人

技能労務職 6 人 1 人 1 人 0 人 6 人 1 人 1 人

合 計 177 人 3 人 7 人 7 人 180 人 4 人 11 人

区 分
住民基本台帳人口

（各 3月 31 日）現在

歳出額

千円

実質収支

千円

人件費

千円

人件費率

令和４年度 14,970 人 11,366,251 428,353 1,678,001 14.76％

令和５年度 15,462 人 17,190,528 399,765 1,708,518 9.94％

地方公務員法に基づき、人事行政運営における公正性及び透明性を確保す
るため、平成１７年３月に「倶知安町人事行政の運営等の状況の公表に関す
る条例」を制定し、４月に施行しました。
ここでは、倶知安町職員の令和５年度の給与、勤務条件等の状況につい

て公表します。
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（２）職員給与費

（注）その他の手当に退職手当、児童手当は含まない。

（３）平均給料月額・平均給与月額・平均年齢 （令和５年４月１日現在）

（注）平均給与月額は、給料、扶養手当、住居手当、時間外手当、休日勤務手当、

管理職手当、特殊勤務手当、通勤手当を含む額。

（４）初任給基準 （令和５年４月１日現在）

（５）一般行政職の経験年数別平均給料月額 （令和５年４月１日現在）

（６）一般行政職等の級別職員数の状況 （令和５年４月１日現在）

区 分 給 料

千円

期末・勤勉

手当

千円

その他の

手当

千円

合 計

千円

１人当たり

の給与費

千円

一般行政職 617,851 240,366 115,380 973,597 5,292

技能労務職 24,363 9,291 4,180 37,834 5,405

区 分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

一般行政職 293,719 円 344,372 円 39.0 歳

技能労務職 280,434 円 325,535 円 42.2 歳

区 分
倶知安町 国

大 卒 高校卒 大 卒 高校卒

一般行政職
初 任 給 185,200 円 154,600 円 185,200 円 154,600 円

２年後の給料 196,900 円 162,900 円 196,900 円 162,900 円

区 分 経験 10 年 経験 20 年 経験 25 年 経験 30 年

大学卒 258,625 円 - 364,200 円 390,800 円

高校卒 217,800 円 - - 368,300 円

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比

１級 定型的な業務を行う職務 31 人 17.22％

２級 高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務 19 人 10.56％

３級

１ 係長及び主査の職務
２ 困難な業務を処理する主任の職務
３ 特に高度の知識又は経験を必要とする業務を
行う職務

57 人 31.67％

４級 特に困難な業務を処理する係長及び主査の職務 31 人 17.22％

５級 主幹職の職務 27 人 15.00％

６級 課長職の職務 15 人 8.33％
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（７）特別職の給料等の状況 （令和５年４月１日現在）

（８）手当制度の状況

区 分 月 額 期末手当

町 長 ７００，０００円 ６月期 ２．２０月

１２月期 ２．２０月

役職加算１５％

副町長 ６００，０００円

教育長 ５５０，０００円

手当名 内容及び支給単価等 支給額

扶 養 手 当 扶養親族のある職員に対して支給

・配偶者 月 6,500 円

・子 月 10,000 円／１人

・父母等 月 6,500 円／１人

・特定扶養 満 15 歳から満 22 歳の扶養親族があ

る場合は 5,000 円加算

14,652 千円

住 居 手 当 住宅等を借り受け、月額 12,000 円を超える家賃等を

支払っている職員に対して支給

・借家等 家賃月額の２分の１ 上限 27,000 円

22,291 千円

時間外勤務

手 当

正規の勤務時間外に勤務することを命ぜられた職員

に対して支給

勤務日 ※原則として１日３時間以内

・勤務１時間あたりの給与額×1.25

（午後 10 時から午前５時までは 1.5）

週休日 ※原則として代休振替

・勤務１時間あたりの給与額×1.35

（午後 10 時から午前５時までは 1.6） 51,318 千円

休 日 勤 務

手 当

祝日法による祝日等及び年末年始の休日等に勤務す

ることを命ぜられた職員に対して支給

・勤務１時間あたりの給与額×1.35

（午後 10 時から午前５時までは 1.6）

夜 間 勤 務

手 当

正規の勤務時間として午後 10 時から翌日の午前５

時までの間に勤務する職員に対して支給

・勤務１時間あたりの給与額×0.25

期 末 手 当 ６月１日及び 12 月１日にそれぞれ在職する職員に

対して支給

・６月支給 期末手当基礎額×1.20 月分

・12 月支給 期末手当基礎額×1.25 月分

（役職加算 6級 15％、5・4級 10％、3級 5％）

138,515 千円

勤 勉 手 当 ６月１日及び 12 月１日にそれぞれ在職する職員に

対して支給

・６月支給 勤勉手当基礎額×1.00 月分

・12 月支給 勤勉手当基礎額×1.05 月分

107,663 千円
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手当名 内容及び支給単価等 支給額

寒冷地手当 11月から翌年３月の各月初日に在勤する職員に対し

て支給

・世帯主（扶養親族あり）月額 26,380 円

・世帯主（扶養親族なし）月額 14,580 円

・非世帯主 月額 10,340 円

15,894 千円

管理職手当 管理又は監督の地位にある職員（主幹職以上）に対

して支給

・課長職 給料月額×８％

・主幹職 給料月額×６％

12,818 千円

管理職員特

別勤務手当

管理職員が臨時又は緊急の必要その他の公務の運営

の必要により週休日又は祝日法による休日等若しく

は年末年始の休日等に勤務した場合に支給

・課長職 １回 8,000 円

・主幹職 １回 6,000 円

（勤務に従事した時間が６時間を超える場合は

100 分の 50 を乗じて得た額を加算）

707 千円

特 殊 勤 務

手 当

著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務その他著

しく特殊な勤務に従事し、給与上特別の考慮を必要

とする職員に対し支給

・ 税務手当

もっぱら町税の徴収事務に従事する職員

月額 5,000 円

上記の職員以外で町税の徴収等の事務に従事

した職員 日額 500 円

・感染症防疫業務手当 日額 500 円

・野犬捕獲業務手当 日額 500 円

・行旅病人取扱手当 １件 500 円

・行旅死亡人収容手当 １件 1,000 円

・火葬業務手当 日額 1,000 円

・家畜防疫業務手当 日額 500 円

・徴収手当（水道料金等） 日額 500 円

・停水処分手当 日額 800 円

・緊急出動手当 １回 600 円～800 円

247 千円

通 勤 手 当 通勤距離が片道２km 以上の職員に対して支給

・交通機関を利用して通勤する職員 運賃等相当額

・自動車等を使用する職員 2,000 円～31,600 円

1,047 千円
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４．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間 （令和５年４月１日現在）

（２）年次休暇の使用状況（令和５年１月１日～令和５年１２月３１日）

（注）採用、退職、育児休業、休職の事由がある者を除く

（３）休暇の種類 （令和５年４月１日現在）

区 分 勤 務 時 間 等

勤 務 を す る 曜 日 毎週月曜日から金曜日

※国民の祝日に関する法律に規定する休日及び

12 月 31 日から翌年の１月５日までの日を除く

１ 日 の 勤 務 時 間 午前８時 45 分から午後５時 30 分

休憩時間 午後０時から午後１時

総付与日数
Ａ

総使用日数
Ｂ

対象職員数
Ｃ

平均取得日数
Ｂ／Ｃ

取得率
Ｂ／Ａ

5,880 日 1553.3 日 151 人 10.3 日 26.5％

休暇の種類 内容・取得条件等 付与日数

年次有給休暇 前年における年次有給休暇の残日数（20

日が限度）が翌年度に繰り越される

年間 20 日間

（繰越を含めると

40 日間）

病 気 休 暇 職員が負傷又は疾病による療養のため勤

務しないことがやむを得ないと認められ

るとき

必要最小限の期間

介 護 休 暇 負傷、疾病又は老齢により日常生活を営む

のに支障がある親族の介護をするとき

必要と認められる

期間

結 婚 休 暇 結婚する職員が、結婚式、旅行などの行事

等により勤務しないことが相当であると

認められるとき

５日の範囲内

忌 引 休 暇 職員の親族が死亡した場合 １日～10 日

法 要 休 暇 配偶者又は１親等の血族の追悼のための

特別な行事により勤務しないことが相当

であると認められるとき

１日の範囲内

配偶者出産休暇 配偶者が出産するときの入院、付き添い ２日の範囲内

育児参加休暇 職員の配偶者が出産する場合であってそ

の出産予定の６週間（多胎妊娠：14 週間）

前の日から産後８週間を経過するまでの

期間にある場合において、当該出産に係る

子又は小学校就学前の子を養育するため

勤務しないことが相当であると認められ

るとき

５日の範囲内
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５．休業の状況（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）

（１）育児休業等の取得状況

休暇の種類 内容・取得条件等 付与日数

産 前 休 暇 出産する予定である職員が申し出た場合 出産予定日の前日

から８週間（多胎

は 14 週間）前の日

から出産日まで

産 後 休 暇 職員が出産した場合 出産日の翌日から

８週間

育 児 休 暇 生後１年に達しない子を有し、その子を育

てる場合

１日２回各 30 分

子の看護休暇 小学校就学の始期に達するまでの子を養

育する職員が、その子を看護する場合

５日の範囲内（２

人以上の場合は、

10 日)

生 理 休 暇 生理日に勤務することが著しく困難であ

る場合

１回につき３日の

期間内

夏 季 休 暇 ７月から９月までの期間内 ３日の範囲内

ボランティア

休 暇

職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで社

会に貢献する活動を行う場合

５日の範囲内

感染症予防休暇 感染症により交通の制限又は遮断等の対

象となった場合

必要と認められる

期間

災害事故休暇 災害又は交通機関の事故等により出勤で

きない場合

必要と認められる

期間

住居滅失休暇 災害により損害を受けた職員の住居の復

旧作業等をする場合

必要と認められる

期間

災害時退勤休暇 災害時、職員が退勤途上において身体の危

険を回避する必要がある場合

必要と認められる

期間

官公署出頭休暇 職員が、証人、参考人等として官公署へ出

頭する場合

必要と認められる

期間

公民権行使休暇 職員が選挙権その他公民としての権利を

行使する場合

必要と認められる

期間

骨髄移植休暇 職員が骨髄移植のための骨髄液の登録、提

供をする場合

必要と認められる

期間

区分 取得者

育児休業 ８人

部分休業 ３人

育児短時間勤務 ０人
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６．職員の分限及び懲戒処分の状況

（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）

（１）分限処分者

（２）懲戒処分

７．職員の服務の状況

８．職員の研修の状況

（１）研修機関等における研修

処分内容 処分者数 処分の理由

降 任 ０人

免 職 ０人

休 職 ３人 心身の故障

処分内容 処分者数 処分の理由

免 職 ０人

停 職 ０人

減 給 １人 道路交通法違反

戒 告 ２人 道路交通法違反

許可件数

営利企業等

従事許可

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会

社その他の団体の役員その他の地位を兼ねる
０件

自ら営利を目的とする私企業を営む ０件

報酬を得る事業若しくは事務 ０件

研 修 名 研修機関名 受講者数

新規採用職員基礎研修

後志町村会

９人

初級職員研修 ９人

中級職員研修 ８人

法務基礎研修 ２人

法務実務入門研修 ２人

管理能力研修

北海道市町村職員

研修センター

４人

指導能力研修 １人

税務事務（基礎）徴収 ２人

税務事務（応用）固定資産税課税 １人

民法研修 １人

窓口対応マナー研修 １人

クレーム対応研修 １人

コーチング研修 １人
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（２）職員スキルアップ研修（町から委託し開催した研修）

（３）その他の研修

９．職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）福利厚生のための各種団体の設置

■北海道市町村職員共済組合

【概要】 相互救済の精神に基づき、組合員である職員の掛金と使用者である

地方自治体の負担金を財源として、組合員及びその家族の生活の安定

と福祉の向上に寄与するとともに公務の能率的運営に資することを

目的とする。

【対象】 すべての職員

【事業内容】

【公的負担】 令和５年度実績 197,361 千円

研 修 名 研修機関名 受講者数

自治体新任管理者基礎研修 北海道市町村職員

研修センター

１人

問題発見・解決研修 １人

悉皆研修（基礎・初級）講師養成講座 北海道町村会 １人

非木造家屋評価実務研修会
資産評価システム

研究センター
１人

地域からゼロカーボンを考える 国際文化アカデミー １人

電話応対・電話対応マナー研修 日本電信電話ユーザ協会 ４人

LG Net 研修会 inTAKANABE NPO LG Net １人

研 修 名 研修機関名 受講者数

クレーム対応研修（一般職）

インソース

17 人

クレーム対応研修（管理職） 12 人

タイムマネジメント研修 24 人

プレゼンテーション研修 11 人

行政不服審査制度研修
第一法規株式会社

16 人

タイムマネジメント研修 11 人

研 修 名 研修機関名 受講者数

初任者研修 倶知安町 ９人

保健活動を考える自主的研究会 自主研修 ２人

事業の種類 事 業 内 容

短期給付事業 組合員やその家族の公務外の病気・けが・出産・死亡などの事

故に対して、必要な医療費やその他の不時の支出を助け、当面

の生活を守るための事業

長期給付事業 組合員が退職したときの年金給付などの事業

福 祉 事 業 組合員とその家族の福祉と健康の増進を図るための事業（住宅

建設資金の貸付、生活資金の貸付、疾病の予防対策など）
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■北海道市町村職員福祉協会

【概要】 会員（職員）と家族の福祉の増進と生活安定のため、また共済

組合の事業を補完する様々な事業を行っている。

【対象】 北海道市町村職員共済組合の加入者

【事業内容】

【公的負担】 令和５年度実績 458 千円

（２）職員の健康管理に関する実施状況

【事業内容・公的負担実績】

※総合健診については、北海道市町村共済組合との共同事業

※ミニドック健診については、町独自の福利厚生事業

（３）公平委員会に関する業務の状況

（ア）勤務条件に関する措置の要求状況 なし

（イ）不利益処分に関する不服申し立ての状況 なし

（４）公務災害補償制度

事業の種類 事 業 内 容

医療給付事業 退職会員等が自己負担として支払った医療費の給付、入院見舞

金、死亡弔慰金の支給等

貸 付 事 業 一般資金、育英資金の貸付等

福利厚生事業 入院一時金、出産祝金、宿泊施設利用助成等

健康診断の種類 受診対象者数 受診者数 受診率 公的負担額

総合健診 126 人 123 人 97.7％ 2,838 千円

ミニドック健診 62 人 62 人 100％ 655 千円

加入団体 災害件数

地方公務員災害補償基金北海道支部 ２件

公平委員会とは

職員の利益の保護と公正な人事権の行使を保障するために、町長その他

の任命権者から拘束されない独立した地位を有する機関です。

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査、判

定し必要な措置を執ること、職員の不利益な処分についての不服申し立て

に対する裁決、決定などの職務権限があります。


